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1 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町村名 ： 川西市、猪名川町、豊能町及び能勢町 

面    積 ： 276.86km2 

人    口 ： 211,541 人（令和 5年 4月 1日現在） 

 

表 1 面積及び人口の内訳 

 川西市 猪名川町 豊能町 能勢町 合計 

面 積(km2) 53.44 90.33 34.34 98.75 276.86 

人 口(人) 154,565 29,394 18,377 9,205 211,541 

 

(2) 計画期間 

本計画は、令和 6 年（2024 年）4 月 1 日から令和 12 年（2030 年）3 月 31 日までの 

6 年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直

すものとする。 

 

(3) 基本的な方向 

猪名川上流広域ごみ処理施設組合は、兵庫県の北東部に位置する川西市と猪名川町、 

大阪の北西部に位置する豊能町と能勢町の１市３町で構成されており、兵庫県と大阪府 

の、２つの府県にまたがっている。 

川西市、猪名川町、豊能町、能勢町は、大阪平野の北側の平野部から山麓にかけて広 

がり、川西市の南部地域を除き、その多くが山麓部にあり、都市近郊の貴重な自然に恵 

まれているという特徴がある。 

当組合地域である構成市町の一部は都市圏へのベッドタウンとして、住宅団地が多い

ことから、生活ごみの排出量が大半を占めており、ごみ排出量については、人口減少に

伴い、やや減少傾向にある。また、構成市町である猪名川町や能勢町では、食品残渣の

廃棄を少なくする啓発活動や、生ごみ堆肥化機器購入補助金交付制度による、生ごみの

発生抑制やフードロスへの取り組みを推進している。今後も、排出状況を鑑みながら、

より効果的な発生抑制施策及び資源化の推進を行う循環型社会の構築を目指していく。 

  

  

 

(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

猪名川上流広域ごみ処理施設組合は、川西市、猪名川町、豊能町、能勢町と２つの府 

県にまたがり広域化するという特徴を持って、Ｈ21 年に国崎クリーンセンターを整備 
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した。現在、兵庫県では、単独で「兵庫県ごみ処理広域化計画」は策定していないが、 

兵庫県廃棄物処理計画において基本方針を定め、市町の意向を尊重することとされてい 

る。大阪府では、令和元年８月に策定した「大阪府ごみ処理広域化計画」で、旧計画の 

広域ブロックを統合し、大阪府全域を１ブロックとして、その時々における市町村の意 

向を最優先している。令和 31 年度までは、１市３町で構成する猪名川上流広域ごみ処

理施設組合を維持する予定である。 

 

(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

   プラスチック容器包装廃棄物については、令和５年度現在、分別収集し、国崎クリー

ンセンターにて選別・圧縮梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商

品化を委託している。令和 8 年度～令和 11 年度に実施予定の基幹的設備改良工事終了

後の令和 12 年度より、全域（川西市、猪名川町、豊能町、能勢町）において、プラス

チック使用製品廃棄物とプラスチック容器包装廃棄物を分別収集し、選別・圧縮梱包し

た後、指定法人に引き渡す予定としている。なお、分別の基準については、プラスチッ

ク使用製品廃棄物の分別収集の手引きを踏まえて検討する。また、プラスチック使用製

品廃棄物の分別の推進や排出抑制を、ごみカレンダーや広報誌等で啓発・情報提供を行

うとともに、学校園と連携して環境学習を行う。 

  

2 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和４年度の組合圏域の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1～図 5のとおりである。 

組合圏域における総排出量は、集団回収量も含め、65,703 トンであり、再生利用さ

れる「総資源化量」は 17,523 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の

再生利用量＋集団回収量）／（ごみの総処理量＋集団回収量）は約 27％である。 

中間処理による減量化量は 47,033 トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむ

ね 8 割が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の約 2％に当たる 1,147

トンが埋め立てられている。 
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Ｒ4年度実績【組合】 

 
図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（組合圏域） 

 

Ｒ4 年度実績【川西市】 

 

図 ２ 一般廃棄物の処理状況フロー（川西市） 

 

Ｒ4 年度実績【猪名川町】 

 

図 ３ 一般廃棄物の処理状況フロー（猪名川町） 
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Ｒ4 年度実績【豊能町】 

 

図 ４ 一般廃棄物の処理状況フロー（豊能町） 

 

Ｒ4 年度実績【能勢町】 

 

図 ５ 一般廃棄物の処理状況フロー（能勢町） 
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(2) 一般廃棄物等の処理の目標 

  本計画の計画期間においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

２のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

表 ２ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

  

総排出量 17,455 トン - 14,772 トン -15.4%

１事業所あたりの排出量
※２ 3.4 トン/事業所 - 2.9 トン/事業所 -14.8%

総排出量 42,305 トン - 36,375 トン -14.0%

１人あたりの排出量
※３ 168.5 kg/人 - 154.9 kg/人 -8.1%

合計 事業系家庭系排出量合計 59,760 トン - 51,147 トン -14.4%

4,638 トン 7.8% 4,323 トン 8.5%

17,523 トン 26.7% 12,207 トン 21.8%

22,614 MWh - 19,566 MWh -

ー ー

最終処分量 1,147 トン 1.9% 4,927 トン 9.6%

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝{（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口）

※４　再生利用量、再生利用率の減少については添付資料７： 灰溶融炉廃止に伴う令和12年の再生利用率及び最終処分率の見込みについて　を参照

※５　埋立最終処分量、埋立処分率の増加については添付資料７：灰溶融炉廃止に伴う令和12年の再生利用率及び最終処分率の見込みについて　を参照

≪用語の定義≫

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

排
出
量

事
業
系

生
活
系

再
生
利

用
量

エネルギー回収量
熱利用量

埋立最終処分量
※5

直接資源化量

総資源化量
※4

熱回収量（年間の発電電力量）

目　標　[割合
※１

]

（令和４年度（2022年度）） （令和12年度（2030年度））
指標

現　状[割合
※１

]
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表２補足 市町村ごとの減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

総排出量 12,733 トン - 10,843 トン -14.8%

１事業所あたりの排出量
※２ 3.4 トン/事業所 - 2.9 トン/事業所 -14.9%

総排出量 28,945 トン - 25,256 トン -12.7%

１人あたりの排出量
※３ 161 kg/人 - 147 kg/人 -8.8%

合計 事業系家庭系排出量合計 41,678 トン - 36,099 トン -13.4%

2,817 トン 6.8% 2,658 トン 7.4%

12,002 トン 26.1% 8,302 トン 20.9%

817 トン 2.0% 3,545 トン 9.8%

総排出量 2,503 トン - 1,941 トン -22.4%

１事業所あたりの排出量
※２ 3.9 トン/事業所 - 3.0 トン/事業所 -22.5%

総排出量 7,440 トン - 5,958 トン -19.9%

１人あたりの排出量
※３ 222 kg/人 - 187 kg/人 -16.0%

合計 事業系家庭系排出量合計 9,943 トン - 7,899 トン -20.6%

1,098 トン 11.0% 1,060 トン 13.4%

3,078 トン 28.2% 2,315 トン 26.3%

174 トン 1.7% 700 トン 8.9%

総排出量 877 トン - 773 トン -11.9%

１事業所あたりの排出量
※２ 3.0 トン/事業所 - 2.7 トン/事業所 -8.0%

総排出量 4,199 トン - 3,606 トン -14.1%

１人あたりの排出量
※３ 151 kg/人 - 163 kg/人 8.0%

合計 事業系家庭系排出量合計 5,076 トン - 4,379 トン -13.7%

505 トン 9.9% 429 トン 9.8%

1,705 トン 30.3% 1,129 トン 24.0%

95 トン 1.9% 406 トン 9.3%

総排出量 1,342 トン - 1,215 トン -9.5%

１事業所あたりの排出量
※２ 3.1 トン/事業所 - 2.9 トン/事業所 -3.7%

総排出量 1,721 トン - 1,555 トン -9.6%

１人あたりの排出量
※３ 149 kg/人 - 172 kg/人 15.1%

合計 事業系家庭系排出量合計 3,063 トン - 2,770 トン -9.6%

218 トン 7.1% 176 トン 6.4%

738 トン 22.9% 461 トン 15.9%

61 トン 2.0% 276 トン 10.0%

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝{（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口）

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

指標
現　状[割合

※１
] 目　標　[割合

※１
]

（令和４年度（2022年度）） （令和12年度（2030年度））

埋立最終処分量
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Ｒ12 年度推計【組合圏域】 

 

図 6 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（組合圏域） 

 

Ｒ12 年度推計【川西市】 

 

図 7 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（川西市） 

 

Ｒ12 年度推計【猪名川町】 

 

図 8 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（猪名川町） 
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t
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（13.4%）

5,771
（73.1%）

0 11

1,057

7,899
7,899 6,828 689
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t
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t

減量化量

t

処理後再生利用量

t

処理後最終処分量

t

総資源化量

t

最終処分量

t

最終処分量

t

最終処分量

t
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Ｒ12 年度推計【豊能町】 

 

図 9 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（豊能町） 

 

Ｒ12 年度推計【能勢町】 

 

図 10 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（能勢町） 
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t
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t

処理後最終処分量

t

総資源化量

t

最終処分量最終処分量

276
（10.0%）

461

151
（5.5%）

271
（9.8%）

（0.0%） （0.2%）
0 5

2,770 2,589

134

2,167
（78.2%）

2,770

176

422
（15.2%）

（6.4%）

（100.0%） （93.5%）

集団回収量

t

排出量

t

直接資源化量

t
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t
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t
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t
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t
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t
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t
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t
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t
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t
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t

計画処理量

t

集団回収量

t

排出量

t

直接資源化量

t

中間処理量

t

直接最終処分量

t

計画処理量

t

自家処理量

t

処理残さ量

t

減量化量

t

処理後再生利用量

t

処理後最終処分量

t

総資源化量

t

最終処分量最終処分量最終処分量
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3 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア ごみ有料化 

   当組合圏域においては、能勢町が平成 15年度より収集運搬している生活系廃棄物に

ついて指定袋を媒体とした均一従量制により課金し、小売店前納方式により、処理料

金を徴収している。その他の構成市町においては、排出抑制及び費用負担の公平性確

保のため、ごみ排出量を検証し、指定袋を媒体としたごみ有料化を検討する。 

 

イ 発生抑制、再使用に関する普及啓発及び情報発信 

本組合及び構成市町は、市町民や事業者に対し、広報誌、啓発誌、ホームページ、

掲示、イベントなど様々な手法や媒体を活用した、ごみの発生抑制、再使用、再生利

用等に関する普及啓発、情報提供を行う。 

 

ウ 発生抑制、再使用に関する環境教育 

本組合及び構成市町は、ごみ減量に関する出前講座や、子ども向けごみ講習会、本

組合が設置する「啓発施設ゆめほたる」を活用した環境学習を行う。 

 

エ マイバッグ運動・レジ袋削減等の推進 

川西市、猪名川町、豊能町は、レジ袋削減の取り組みとしてマイバッグ、マイカゴ

持参運動（買物袋の持参運動）等を推進する。 

 

オ 再使用に関する取り組みの推進 

川西市及び豊能町は、フリーマーケット、バザー、リユースショップ等の利用を推

進する。 

また、川西市は子供服等、豊能町はリターナブルビン等の再利用を促進する。 

 

カ 生ごみの削減推進 

川西市、猪名川町、豊能町、能勢町は、エコクッキングの推進や、水切り運動など

による食品ロスを含む生ごみの削減を促進する。また、猪名川町、能勢町は生ごみ処

理機の購入に対する助成を行う。 

豊能町は、食用廃油の拠点回収を推進する。 

 

キ 再生資源集団回収の推進 

川西市、猪名川町、豊能町、能勢町は、地域団体に対して再生資源集団回収への積

極的な参加を促すとともに、その活動を支援する。 
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ク 店頭回収に関する情報提供及び利用の推進 

川西市、猪名川町、豊能町は、店頭回収に関する情報提供を行い、積極的な利用を

促す。 

 

ケ グリーン購入の推進 

川西市、猪名川町は、製品やサービスを購入する際に、環境への負荷が少ないもの

を購入する「グリーン購入」を推進する。 

 

コ バーク堆肥の有効活用の推進 

猪名川町は、公園・街路樹・道路などの剪定枝葉や草を破砕機で砕いたバーク堆肥

を製造し、町民へ無料配布することで、バーク堆肥の有効活用を推進する。 

豊能町では、家庭から排出される植木剪定枝をチップ化し、無料配布している。 

 

(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

    分別区分及び処理方法は表 3-1、表 3-2 の通りで、各市町は現行のごみ処理体制を

継続する。さらに、分別排出の徹底強化に加え、令和 12 年度からプラスチック使用

製品廃棄物を分別回収し、再生利用を進める。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

     事業系ごみの処理体制は生活系ごみと同じであり、今後も生活系ごみと同様に処理

を行う。各市町は、事業系ごみの排出指導を強化するとともに、組合としては現状

把握及び資源化促進に向け、受入時の搬入ごみ検査や事業者への分別指導を行う。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

     現在も産業廃棄物の処理・処分は実施しておらず、今後も実施する予定はない。 
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表 3-1 各市町の家庭系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後(川西市、猪名川町) 

 

  

 

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

燃やすごみ
焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分場
燃やすごみ

焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分場

燃やさないごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 燃やさないごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

大型ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 大型ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

プラスチック製容器包装 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託） 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託）

ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

ビン 委託・売却 ビン 委託・売却

カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

紙・布 紙・布

有害ごみ
選別処理

（処理後資源化）
委託 有害ごみ

選別処理

（処理後資源化）
委託

集団回収 委託による資源化 民間施設 集団回収 委託による資源化 民間施設

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

燃えるごみ
焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分場
燃えるごみ

焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分場

不燃ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 不燃ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

大型ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 大型ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

プラスチック製容器包装 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託） 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託）

ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

ビン類 委託・売却 ビン類 委託・売却

かん 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 かん 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

資源ごみ 資源ごみ

有害ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
委託 有害ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
委託

集団回収 委託による資源化 民間施設 集団回収 委託による資源化 民間施設

売却

売却
布類・紙パック・葉

刈類
売却

リサイクル

売却
新聞・雑誌・ダン

ボール

売却
布

猪

名

川

町

分別区分

猪

名

川

町

布類・紙パック・葉

刈類

新聞・雑誌・ダン

ボール

リサイクル

処理方法 分別区分

現状（Ｒ４年度） 今後（令和１２年度）

川

西

市

分別区分 処理方法

川

西

市

分別区分 処理方法

プラスチック製容器包装

プラスチック使用製品

リサイクル リサイクル
新聞・チラシ・雑

誌・書籍・紙パッ

ク・紙製容器包装・

雑紙・ダンボール

売却

新聞・チラシ・雑

誌・書籍・紙パッ

ク・紙製容器包装・

雑紙・ダンボール

布

処理施設

処理施設

処理施設

処理施設

売却

売却

処理方法

プラスチック製容器包装

プラスチック使用製品



 

 
 

12 

表 3-2 各市町の家庭系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後(豊能町、能勢町) 

 
  

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

可燃ごみ 可燃ごみ

植木剪定くず 植木剪定くず

不燃ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 不燃ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

容器包装プラスチック類 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託） 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託）

ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

空きビン 委託・売却 空きビン 委託・売却

空カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 空カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

新聞・雑誌類・ダン 新聞・雑誌類・ダン

紙パック・その他紙 紙パック・その他紙

食用廃油 委託による資源化 民間施設 食用廃油 委託による資源化 民間施設

有害ごみ
選別処理

（処理後資源化）
委託 民間施設 有害ごみ

選別処理

（処理後資源化）
委託 民間施設

集団回収 委託による資源化 民間施設 集団回収 委託による資源化 民間施設

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

生ごみ類（可燃）
焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分

場

生ごみ類（可燃）
焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分

場

不燃ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 不燃ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

粗大ごみ
破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター 粗大ごみ

破砕・選別処理

（処理後焼却・埋立・資源化）
国崎クリーンセンター

容器包装プラスチック 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託） 再商品化 圧縮 国崎クリーンセンター 再商品化（委託）

ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 ペットボトル 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

資源ビン 委託・売却 資源ビン 委託・売却

資源カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却 資源カン 圧縮 国崎クリーンセンター 売却

紙類 新聞紙・チラシ・雑

誌・その他紙類・段

ボール・紙パック

売却

紙類 新聞紙・チラシ・雑

誌・その他紙類・段

ボール・紙パック

売却

古布・古着 古布・古着

有害ごみ
選別処理

（処理後資源化）
委託 民間施設 有害ごみ

選別処理

（処理後資源化）
委託 民間施設

集団回収 委託による資源化 民間施設 集団回収 委託による資源化 民間施設

能

勢

町

分別区分 処理方法

能

勢

町

分別区分

容器包装プラスチック

プラスチック使用製品

リサイクル

売却 売却

容器包装プラスチック類

プラスチック使用製品

リサイクル リサイクル

売却
紙類等

現状（Ｒ４年度） 今後（令和１２年度）

豊

能

町

分別区分 処理方法

豊

能

町

分別区分 処理方法

焼却【熱回収】

（焼却後埋立）
発電 国崎クリーンセンター

焼却【熱回収】

（焼却後埋立）

紙類等

処理施設

処理施設

発電 国崎クリーンセンター

（焼却灰）

フェニックス処分

場

売却

処理施設

（焼却灰）

フェニックス処分

場

処理施設
処理方法

リサイクル
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(3) 処理施設の整備 

施設の老朽化に併せ、(2)で示した分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 4 の

とおり必要な施設整備を行う。 

 

表 4 実施する施設整備事業 

事業

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

国土強靭化 

計画 

1 

ごみ焼却施設 

(ｴﾈﾙｷﾞｰ回収型廃棄物

処理施設) 

国崎クリー

ンセンター

基幹的設備 

改良事業 

235t/日 
兵庫県川西市国崎

字小路 13 番地 
R7～R11 

 

― 

（整備理由） 

事業番号 1 施設の老朽化のため 

 

 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

前項の施設整備に先立ち、令和６年度より表 5に示す計画支援事業を行う。 

 

表 5 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

1 

事業者選定支援業

務（ごみ焼却施

設） 

ごみ焼却施設の基幹的設備改良

事業に係る事業者選定支援業務 R6～R7 

 

(5) その他の施策 

ア 不法投棄対策 

     不法投棄が重大な犯罪であることをＰＲするとともに、各市町による不法投棄

防止巡回パトロールや通報活動を継続し、住民・事業者・警察と連携した監視、

緊密な情報交換によって、投棄されにくい環境づくりを進め、不法投棄の未然防

止に取り組む。 

イ 災害廃棄物処理計画 

     川西市及び猪名川町においては策定した災害廃棄物処理計画に基づき災害廃棄

物の処理を行う。豊能町、能勢町においては、災害廃棄物対策指針および大阪府

災害廃棄物処理計画に基づき災害廃棄物処理計画の作成を進めており、令和６年

度以降に策定予定である。 

兵庫県災害廃棄物処理計画及び大阪府災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害時に

発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図る。組合圏域で発生した災害廃棄物

は、構成市町と本組合とが連携して適切に処理する。  



 

14 

 

4 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

組合及び各市町は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、

必要に応じて、各市町、兵庫県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、

計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

組合は、計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと

する。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも

のとする。 

 

  



 

15 
 

 

（添付書類一覧） 
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ついて 

 

◎様式１ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１ 

 

◎様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２ 

 

【参考資料様式２】  施設概要（エネルギー回収施設系） 

【参考資料様式８】  計画支援概要 
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添付資料 1：対象地域図 

 

 

 

  

国崎クリーン 

センタ 
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添付資料 2：目標の設定に関するグラフ等・指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

 

2－1 人口及び事業所数の推移  

 

 

2－2 排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

実績値
人口（人） 

事業所（箇所） 予測値

実績値 予測値

排出量（t） 
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2－3 最終処分量、エネルギー回収量の推移  

 

 

 

2－4 総資源化量の推移 

 

 

 

 

 

実績値

実績値 予測値

処分量(t) 
エネルギー回収量（MWH） 

予測値 総資源化量(t) 
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2－5 生活系総排出量、１人あたりの排出量 

 

 

 

2－6 事業系総排出量、１事業所あたりの排出量 
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0
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事業系総排出量 １事業所あたりの排出量

実績値 予測値処分量(t) 1 人あたり排出量（kg） 

実績値 予測値処分量(t) 1事業所あたり排出量（t） 
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添付資料 3：施設配置図 
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添付資料 4：ハザードマップ  

 

国崎クリーンセンター 
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添付資料 5：分別区分詳細資料 

 

燃やすごみ

生ごみ、割りばし・竹串・
保冷剤、プラスチック製品
（容器包装以外）、革製
品、ビニール・ゴム類、紙
おむつ、ビデオデープ・カ
セットテープ、ぬいぐる
み・プラスチック製のおも
ちゃ、落ち葉・草・枝類、
リサイクルできない紙・布
類、汚れの落ちないプラス
チック製容器包装

燃やすごみ

生ごみ類・紙くず類・落ち
葉・木片類（40cm未満）・
容器包装以外のプラスチッ
ク類・皮類・ビニール・ゴ
ム類

可燃ごみ（燃
やすしかない
ごみ）

生ごみ、竹串・保冷剤・使
い捨てカイロなど、ポリタ
ンク（20L以下）、食用以外
の油、プラスチック製品
（容器包装以外）、革製
品、ゴム製品、紙おむつ、
ビデオ・カセットテープ
（ケースも含む）、落ち
葉・草・花類、リサイクル
できない紙・布類、汚れの
落ちない容器包装プラス
チック類・ペットボトルな
ど

生ごみ類（可
燃）

生ごみ・紙くず・紙おむ
つ、木片・落ち葉・枝類
等、ゴム・プラスチック製
品、ビデオ・カセットテー
プ・おもちゃ等

燃やさないご
み

金属類・金属のついている
もの、小型家電製品、ガラ
ス製品・電球、陶磁器類

不燃ごみ
陶器類・鍋・フライパン・
傘・電球・刃物類・小型家
電類・針金・釘など

不燃ごみ
金属類・金属のついている
もの、小型家電製品、ガラ
ス製品・電球、陶磁器類

不燃ごみ

陶器・ガラス・電球類・食
器・調理器具類等・小型の
電化製品・金属類を含むも
の等

大型ごみ

単品で一辺40cm以上の（可
燃性・不燃性）もの（家具
や自転車、家電製品（ただ
し、エアコン、冷蔵庫、冷
凍庫、テレビ、洗濯機、衣
類乾燥機、パソコンは除
く）

大型ごみ

大型家具・リサイクル対象
品目外の家電製品（45Lのご
み袋に入らない大きさのも
の）

粗大ごみ
家具や電化製品など、最大
辺の長さが40cm以上の大き
さのごみ

粗大ゴミ

電化製品、自転車、家具
類、寝具類、大型遊具等
※縦、横、高さのいずれか
が40cm以上のもの

有害ごみ
筒型乾電池、コイン型電
池、蛍光管、水銀式体温
計・水銀式血圧計

有害ごみ
乾電池、蛍光管、水銀使用
の体温計・体温計

有害ごみ
筒型乾電池、蛍光灯、電球
型蛍光灯・水銀式体温計・
温度計・湿度計

有害ごみ
蛍光灯、水銀体温計、乾電
池

ペットボトル

ペットマークの付いている
飲料ボトル、しょうゆ・酒
類、食酢・調味酢、調味料
の入ったボトル

ペットボトル

リサイクルマークの付いた
ペットボトル・ジュース・
酒類・しょうゆのペットボ
トル

ペットボトル
飲料、しょうゆ、酒類、食
酢、調味酢、調味料など

ペットボトル 飲料、調味料等

プラスチック
製容器包装

トイレ類、パック類、袋
類、ボトル類、カップ類、
ネット類、ラップ類、ふ
た・キャップ類、チューブ
類、発泡スチロール、緩衝
材

プラスチック
製容器包装

プラマークのついてプラス
チック製品・菓子類・食品
トレイ・カップ麺容器・卵
パック・発泡スチロール

容器包装プラ
スチック類
（ペットボト
ル以外）

トレイ類、パック類、袋
類、ボトル類、カップ麺容
器、ラップ類、ふた・
キャップ類、発泡スチロー
ルなど

容器包装プラ
スチック

ポリ袋・ラップ類、カッ
プ・パック類、ボトル・
キャップ類、トイレ・発泡
スチロール等

ビン
飲料ビン、食品・調味料・
食用油のビン、経口薬品の
ビン、化粧品のビン

びん類

無色びん、茶色びん、その
他びん（中身を飲んだり、
食べたり、口にすることが
できるものが入っていたび
ん及び化粧品のびん）

空きビン

無色のビン、茶色のビン、
その他の色のビン（飲料ビ
ン、食品・調味料・食用油
のビン、化粧品のビン、薬
ビンなど）

ビン
飲料・調味料・食料ビン、
酒類ビン、医療品ビン、化
粧品ビン

カン
飲料カン、食品用のカン、
スプレーカン、カセットコ
ンロのガスボンベ

かん
ジュース・ビール・スプ
レー缶・カセットボンベな
ど

空きカン

飲料カン、食品用のカン
（海苔、お茶、缶詰などの
カン）、スプレー缶、カ
セットコンロのガスボンベ
など

カン
ジュースやビールのカン、
缶詰のカン等、スプレーカ
ン・カセットボンベ等

紙類
新聞紙・チラシ類、雑誌・
その他紙類、段ボール、紙
パック

古布・古着
衣類、カーテン、タオル、
毛布、シーツ等

植木剪定くず
庭木等を剪定した枝や葉で
直径5cm未満、長さ80cm未満
の大きさのものなど

食用廃油
食用の植物性油（サラダ
油、コーン油、ごま油、
パーム油など）

川西市 猪名川町 豊能町 能勢町

紙類等

新聞・チラシ、雑誌・古
本、ダンボール、紙パッ
ク、菓子箱、包装紙、雑
紙、ダイレクトメールな

ど、セーター、シャツ、ズ
ボンなどの布類、タオル、
ハンカチなどの布切れ、毛

布、カーテンなど

資源ごみ

古新聞・雑誌・ダンボー
ル・古布・古着・紙パッ

ク、葉刈類（長さ1m未満、
太さ15cm未満の樹木の幹、

枝葉）

紙・布
新聞、段ボール、処理した
紙くず、雑誌類、衣類、タ
オル・シーツ・カーテン
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添付資料 6：現有処理施設の概要 

 

 

 

 

 

 

施設の名称 国崎クリーンセンター 
施設の種類 一般廃棄物処理施設 
施設の所在地 川西市国崎字小路 13 番地 
敷地面積 約 33.4ha 

焼却施設棟 
延床面積 12,468m2 
鉄筋コンクリート造＋鉄骨造（地下 1 階・地上 4 階） 

リサイクルプラザ棟 
延床面積 9,372m2 
鉄筋コンクリート造＋鉄骨鉄筋コンクリート造＋鉄骨造（地上 4 階） 

管理棟 延床面積 1,677m2、鉄筋コンクリート造（地上 3 階） 
煙突 高さ 59m 
竣工 平成 21 年 3 月 

ご

み

焼

却

施

設 

処理方式 全連続ストーカ式焼却炉 
炉数 2 炉 
処理能力 235t/日 
ガス冷却設備 廃熱ボイラ式 
通風設備 平衡通風式 
受入供給設備 ピット＆クレーン方式（全自動、半自動、手動） 
排ガス処理施設 ろ過式集塵機，湿式有害ガス除去装置，活性炭吸着塔，触媒反応塔 
余熱利用施設 蒸気タービン発電設備，給湯等 

灰

溶

融 
施

設 

処理方式 表面溶融式灰溶融炉 

処理能力 26t/日×2 炉（交互運転） 

リ

サ

イ

ク

ル

プ

ラ

ザ 

処理能力 

合計 84t/5h 
不燃粗大破砕処理（29t/5h） 
可燃粗大破砕処理（34t/5h） 
缶類処理（6t/5h） 
プラスチック製容器包装処理（13t/5h） 
ペットボトル処理（2t/5h） 

敷

地

外

排

ガ

ス 
濃

度

表

示

板 

設置箇所 
（3 箇所） 

１．黒川・新滝・横路地区共同会館  川西市黒川大上 43-2 
２．田尻下区会場  能勢町下田尻 2591 
３．野間出野集会所 能勢町野間出野 201 
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添付資料 7：灰溶融炉廃止に伴う令和 12 年の再生利用率及び最終処分率の見込みについて 

 

国崎クリーンセンターでは平成 21年３月の施設稼働時より灰溶融炉を稼働させ、埋立最

終処分量の削減に取り組んできた。 

令和２年 10 月に国が宣言した、2050 年（令和 32 年）までに温室効果ガスの排出量をゼ

ロにする「2050 年カーボンニュートラル宣言」を受けて、燃料に占める温室効果ガスの発

生量を 90％以上削減し、地球温暖化防止に貢献すること、そして、国連が目標として掲げ

た SDGs の達成を目指すために、灰溶融炉の廃止を決定した。 

灰溶融炉の廃止（令和９年予定）により、溶融処理後に発生する溶融スラグ、溶融メタ

ル等の灰溶融に伴う資源が再生利用できなくなるため、表 6-1 のとおり、総資源化量は減

少するが、灰溶融炉に伴う資源化を除く、ペットボトルやプラスチック製品等の再資源化

率は増加する見込みである。 

焼却により発生する焼却灰及びばいじんについては、灰溶融炉の廃止後は埋め立て処分

を計画しており、令和 12年における最終処分量及び最終処分率は、過年度と比較して増加

の見込みである。 

平成 24年当時に灰溶融を行っていなかった場合、最終処分率は10.1％で、令和 12年度

の目標は 9.6％であることから減少している。 

従前より埋め立て処分を行っている磁性灰、大塊物、陶磁器類について見比べると、最

終処分率は過年度と比較して減少しており、平成 24 年度に比べて削減率 28.1%を達成する

目標としている。 

さらなるリサイクル率の向上及び最終処分量の低減のため、必要な施策を実施するとと

もに、焼却灰及びばいじんの山元還元やセメントリサイクルのリサイクルの取組を検討す

る。 

表 6-1 リサイクル率比較表 

 
表 6-2 最終処分率比較表 

数量(t) リサイクル率 数量(t) リサイクル率

17,523 26.7% 12,207 21.8%

灰溶融に伴う資源化 4,027 6.1%

その他（PET等） 13,496 20.5% 12,207 21.8%

令和12年

ー

総資源化量

指標

令和4年

数量(t) 最終処分率 数量(t) 最終処分率 数量(t) 最終処分率 削減率(H24比) 削減率(R4比)

処分量（灰溶融炉稼働＆廃止後継続） 1690 2.5% 1,147 1.9% 930 1.8% 28.1% 5.3%

磁性灰 710 ー 424 ー 342 ー

大塊物 660 ー 645 ー 503 ー

陶磁器類 320 ー 78 ー 85 ー

処分量（灰溶融炉廃止後増分） （5055） 7.6% （4707） 7.9% 3,997 7.8% -3.3% 0.8%

焼却灰・ばいじん （5055） ー （4707） ー 3,997 ー

1690 2.5% 1,147 1.9% 4927 9.6% -280.9% -401.9%

（6745） 10.1% （5854） 9.8% 4927 9.6% 4.6% 1.7%

※1：灰溶融炉廃止後も継続して排出される処分対象物

※2：（ ）は、竣工時に灰溶融炉が無かった場合の想定数量で、処分方法としては埋立処分が想定されるもの。

最終処分量

（Ｈ24,R4実績値、R12推計値）

最終処分量

（焼却灰・ばいじん含む）

平成24年 令和４年

指標

令和12年

ー

ー

ー

ー

※1

※1

※1

※1

※2

※2

※2

※2

※2 ※2
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循環型絵社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 
様式１                 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１（令和４年度） 

（１）地域名 （２）地域内人口 211,541 276.86 ｋｍ2

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件※

※交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに〇を付ける。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和12年度 （対R4年度比）

18,697 17,174 17,718 17,455 14,772 -15.4%

3.5 3.3 3.5 3.4 2.9 -14.8%

44,547 44,634 44,192 42,305 36,375 -14.0%

170.8 172.6 171.4 168.5 154.9 -8.1%

合 計 63,244 61,808 61,910 59,760 51,147 -14.4%

4,837 4,841 4,877 4,638 4,323 -

(7.6% ) (7.8% ) (7.9% ) (7.8% ) (8.5% ) -

19,323 18,810 18,547 17,523 12,207 -

(27.5% ) (27.6% ) (27.2% ) (26.7% ) (21.8% ) -

（年間の発電電力量　MWh) 23,785 23,774 24,211 22,614 19,566 -

（年間の熱利用量　GJ) - - - - - -

1,012 1,196 1,127 1,147 4,927 -

(1.6% ) (1.9% ) (1.8% ) (1.9% ) (9.6% ) -

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

エネルギー回収量 エネルギー回収量

①組合を構成する市町村：川西市、猪名川町、豊能町、能勢町 ②設立年月日：平成12年8月11日

再生利用量

最終処分量

直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

埋立最終処分量（トン）

１　地域の概要

川西市、猪名川町、豊能町、能勢町　地域 人 （３）地域面積

猪名川上流広域ごみ処理施設組合 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標
目　　　標

排出量

事業系家庭系排出量合計（トン）※その他ごみ含む

事 業 系

生 活 系

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）指標・単位
年

総排出量（トン）

１事業所当りの排出量（トン/事業所）※資源物除く

総排出量（トン）

１人当りの排出量（kg/人・日）※資源物除く

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、当該組合の状況
③設立されていない場合、今後の見通し：－
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体
型式及び処理方
式

処理能力
（単位）

竣工年月
廃止又は休止
（予定）年月

解体（予定）年
月

想定される浸水深と
対策

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体
型式及び処理方
式

処理能力
（単位）

竣工年月
更新（改良）・
新設理由

廃焼却施設解体
の有無 （解体

施設の名称）

廃焼却施設解体事業

着手（予定）年月

完了（予定）年月

想定される浸水
深と対策

プラスチック再商品
化を実施 するための

施 設整備事業
備考

令和12年3
月

施設の延命化の
ための基 幹的設

備改良
無 ―

― ―
平成21年3
月

未定 浸水深0ｍ

平成21年3
月

― ―

―

無 ― 浸水深0ｍ ―

浸水深0ｍリサイクルプ
ラザ

国崎クリーンセンター
猪名川上流広域ご
み処理施設組合

破砕・選別 84t/5h

灰溶融炉施設 国崎クリーンセンター
猪名川上流広域ご
み処理施設組合

表面溶融式灰溶
融炉

26 t/日 令和12年3
月

CO2 排出量削減

のための停止工
事

令和12年3
月

施設の延命化の
ための基 幹的設

備改良

無 ― ―ごみ焼却施設 国崎クリーンセンター
猪名川上流広域ご
み処理施設組合

全連続ストーカ
式焼却炉

235t/日

備考

改良工事着工はＲ9年1月予定である
が、Ｒ8年度中に部分完了する項目はな
い見込みである。

平成21年3
月

令和8年12月

破砕・選別 84t/5h

浸水深0ｍ

浸水深0ｍ

浸水深0ｍ

表面溶融式灰溶
融炉

26 t/日

ごみ焼却施設 国崎クリーンセンター
猪名川上流広域ご
み処理施設組合

全連続ストーカ
式焼却炉

235t/日

リサイクルプ
ラザ

国崎クリーンセンター

灰溶融炉施設 国崎クリーンセンター
猪名川上流広域ご
み処理施設組合

猪名川上流広域ご
み処理施設組合
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様式２                 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。 

※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。 

※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。 

※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。 

なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。 

※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。 

単位 開始 終了 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 Ｒ9年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 Ｒ9年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度

ごみ焼却施設整備事業

基幹的設備改良事業 1 猪名川上流広域ごみ処理施設組合 235 t/日 Ｒ7 Ｒ11 ー 9,460,000 3,124,000 3,960,000 2,376,000 5,038,000 1,639,000 2,409,000 990,000

ごみ焼却施設の基幹的設備改良事業に係る計画支援事業 1 猪名川上流広域ごみ処理施設組合 Ｒ6 Ｒ7 ー 29,898 15,191 14,707 29,667 15,191 14,476

9,489,898 15,191 14,707 3,124,000 3,960,000 2,376,000 5,067,667 15,191 14,476 1,639,000 2,409,000 990,000

総事業費（千円）
備考

合計

国土強靭
化計画事業名称

〇施設整備に関する計画支援事業

交付対象（千円）

○エネルギー回収等に関する事業

事業種別 事業
番号

事業主体名称
規模 事業期間




